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蛇口から水が飲める稀な国

1

蛇口から水道水が飲める国は、世界中で僅か16ヶ国

我が国は、そのような稀な国の１つ

水道の普及率は極めてハイレベル(98%)

しかも、



配水管から漏水しにくい稀な国
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漏水率の世界平均は30%から40%程度

我が国全体の漏水率は7%程度、東京に限れば3%程度

水道インフラの完成度は、世界的に見て抜群！

つまり、



地方公営企業が営む水道事業

＊＊＊ 世界に冠たる我が国の水道は、地方

公営企業法に基づく“公営企業”が運営 ＊＊＊
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例えば、東京都水道局は、
都下全域の水道事業を担う地方公営企業

地方公営企業とは、

地方公共団体が、住民の福祉の増進を目的として設置し、経営する企業

料金収入により維持 (不足分は一般会計等から補填)

企業職員は、地方公務員ではない！

団体交渉により労働協約を締結できる。

経理と出納は、官公庁会計ではなく、企業会計！

契約の締結に、議会の議決が不要（官公庁会計では必要）



水道事業に山積する課題

給水人口の減少

＊＊ 過疎化が進む地域では、水道インフラの維持

管理にも支障を来たす状況になりつつある。 ＊＊

問題が 山積！

管路の老朽化

水道職員数の減少
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水道事業に山積する課題

給水人口の減少

このような問題 を解決するため

管路の老朽化

水道職員数の減少

水道基盤強化に向けた水道法の改正
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水道基盤強化に向けた水道法の改正

＊＊＊ 2018年12月、改正水道法が成立し公布 ＊＊＊

＊＊＊ 2019年10月に施行 ＊＊＊

【改正の骨子】

適切な資産管理の推進
水道施設台帳の作成・保管、水道施設の計画的な更新など

広域連携の推進
小規模な水道事業者の経営基盤を、広域連携により強化

官民連携の推進

水道事業者である地方公共団体が水道施設を所有したまま、 厚生
労働大臣等の許可を受けて、水道施設の運営権を民間事業者に売
却・設定できるコンセッション方式の導入
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改正水道法における“官民連携の推進” 

水道事業者である地方公共団体が、

水道施設を所有したまま、

厚生労働大臣等の許可を受けて、

水道施設の運営権を民間事業者に売却・設

定できる“コンセッション方式”の導入

＊＊ PFI法(民間資金等の活用による公共施設等の

整備等の促進に関する法律)に基づく “民営化” ＊＊
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“PFI法に基づく民営化”の成否

“真の性能発注”の成否次第
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＊＊ 浄水場整備運営事業を例として ＊＊



“性能発注” vs. “仕様発注”

“性能発注”とは？

“仕様発注”とは？

実現を求める目標そのものを、分かりやすい文言で「機能要件」

及び「性能要件」として規定した「要求水準書」として示す発注方

法 このような機能・性能を備えたものを、設計・施工一括し

て実現してくれ、といった発注 (設計・施工の一括発注)

目標を実現するための手段や方法を、詳細な設計図面や施工

図面で規定した「工事仕様書」として示す発注方法 この図

面どおりに施工してくれ、といった発注 (設計・施工の分離発注)
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「要求水準書」とは？

＊＊ 発注者が実現を求める「性能要件」と「機能要件」を、

受注者が設計・製造・施工する条件として示す書面 ＊＊

設計・施工図面の作成は、「要求水準書」に基づいて受注者が

行い、発注者の承認を得た上で製造・施工する。 発注者

が求める機能と性能を実現する責任は、受注者が負う。

「要求水準書」では、設計に立ち入らないことが肝要！

設計に立ち入った場合には、前記責任の所在が曖昧に

なる、特定の業者しか受注できなくなる、などのおそれ

つまり、

大事なポイントは、
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PFI法に基づく “民営化” で期待される効果

コンセッション方式(公設公営の民営化)
BTO(Build, Transfer, Operate)方式（民設民営）
DBO(Design, Build, Operate)方式（公設民営）

“性能発注”での民間ノウハウ発揮による、

コスト縮減効果を期待！

価格と技術の両面での競争原理が確実に働く

“真の性能発注” を行うことが絶対に必要！

これには、

いずれにしても、

ここが最大の問題！
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“民営化” の成否は、
“真の性能発注” の成否で決まる！

我が国の公共事業分野には、

“真の性能発注” のノウハウが殆ど根付いていない！

【水道事業でのコンセッション方式が危ぶまれる！】

PFI・DBO方式(公設民営)による浄水場の性能発注で、

総合評価方式一般競争入札が一社(一者)応札！

＊＊ 発注に用いた“要求水準書”に大きな問題！ ＊＊

ところが、

現実の結果として、
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従前の“仕様発注”における「設計数値」が、要求水準書に散見さ
れる。つまり、設計に立ち入っている。

特定業者を「発注者が暗に指定」しかねない具体的な設計数値等

が、盛り込まれてしまう。

一般競争入札における総合評価方式が全く機能しない。

価格と技術の両面で競争原理が完全に阻害され、PFI法の主眼で

あるValue for Moneyの最大化（費用対効果の最大化と同義）が実

現できない。

【一社応札事例】

PFI・DBO方式による四国中央市の浄水場整備運営
事業の総合評価方式一般競争入札は、一社応札
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原因は、

これでは、



四国中央市 中田井浄水場等更新整備・運営事業 要求水準書抜粋(2014.4)
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公募型プロポーザル方式により、複数業者間における価格と技術の両面での

競争原理を確実に働かせた「結果」を出している。 公募型プロポーザル

方式では、選定委員会を組織して、委員会の場で各社提案し、委員からの質疑

に即答しなければならない。本気の業者であれば事前に入念に準備しなけれ

ばならなくなり、形ばかりの「サクラ」は直ぐに見抜かれるため、本気の業者間に

よる価格と技術の「横綱相撲」が実現する。

「要求水準書」では、「設計」に立ち入ることなく、

受注業者が設計・製造・施工する上で必要十分

な「実現を求める機能要件・性能要件」を、わか

りやすく記載している。

【模範事例】

PFI・DBO方式による新潟県見附市の青木浄水場
整備運営事業は、全国のモデルとなる模範事例

理想的な 要求水準書を作成

業者選定は 公募型プロポーザル方式
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(出典 : 見附市のHP)
青木浄水場完成イメージ



見附市 青木浄水場更新事業 業務要求水準書抜粋(2016.3)
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水道事業の“コンセッション方式による民営化”

デザインビルド方式(公設公営)やPFI方式(公設民営、民設民

営)での、“性能発注”の成功事例をモデルとするのが効果的

◯ 「設計」に立ち入らず、「機能要件」と「性能要件」に純化した、理想的な要
求水準書を作成したこと
◯ 公募型プロポーザル方式により、複数業者間における「価格」と「技術」

の両面での競争原理を確実に働かせたこと

＊＊＊ 水道事業のコンセッション方式(公設公
営の民営化)は、我が国では前例が無い。 ＊＊＊

成功事例の共通点

モデルとすべき成功事例
◯ 青木浄水場更新事業 業務要求水準書 平成28年3月 新潟県見附市

◯ 新ごみ処理施設整備運営事業 要求水準書 平成28年5月 新潟県見附市

◯ 新国立競技場整備運営事業 業務要求水準書 平成27年9月1日 独立行政法人日本スポー

ツ振興センター

◯ 防災行政無線デジタル化整備事業 仕様書 平成27年12月 兵庫県丹波市
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過疎化への対策
過疎化が進む地域では、コンセッション方式による

民営化が困難であり、地方公営企業再生が肝要
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過疎化への対策

過疎化が進む地域では、中々成り立たないのでは？

コンセッション方式の大前提は、

運営権を取得した民間事業者が、

水道料金等による収入と利益を、長期間にわたって確

保できること

この大前提は、

公営企業としての“企業再生” しかないのでは？

残された手は、
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地方公営“企業” としての再生

過疎化が進む地域では、水道料金収入の先細りが不可避

これまでの延長線上では、水道施設の適切な維持・

管理・更新ができなくなる！

従前の“公営企業”同士が広域連携

水道事業の経営基盤を強化

＊＊＊ これまでの延長線上に未来は無い！ ＊＊＊

“公営企業”としての「お金の使い方」を工夫

民間企業並みに上手に“経営”

対策は次の２つ

◎

◎
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“ 公営企業” のお金の上手な使い方
“ 仕様発注” から “ 性能発注” へ

水道施設の維持・修繕等の発注は、官公庁会計の土木・建築工事関係の発

注で一般的な“仕様発注” “仕様発注” では、施工図面の作成や詳

細な積算に手間暇がかかり、技術面の競争原理を働かせることも困難！

長年にわたる多くの不正が発覚した大阪市水道局発注の

配水管工事は、全てが“仕様発注”

＊＊＊ 企業会計が適用される“公営企業” だから、

“民間企業” 並みの“性能発注”への切替が、

“公営企業” としての再生に向けた第一歩 ＊＊＊

“公営企業” は、官公庁会計ではなく、企業会計が適用される。

にもかかわらず、

つまり、
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水道料金の値上げ
先立つ企業努力が欠かせない！

過疎化が進む地域では、

いずれ、水道料金の値上げが避けられない。

“公営企業”としての企業努力を尽くさなければ、

青天井の値上げを招きかねない。

“公営企業”としての企業努力を尽くせば、

コンセッション方式により民間事業者に運営を委
ねた場合と同等の、あるいはそれ以上のコストパ
フォーマンスを達成することも夢ではない！

逆に見れば、

具体的には、
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孫の世代まで引き継ぎたい
世界一の水道水

孫の世代まで、世界一の水道水を引き継いでいくためには、

このような取り組みが最も効果的であり、

絶対に避けては通れないところ！

つまり、

従前の“公営企業”同士が広域連携

水道事業の経営基盤を強化

“公営企業”としての「お金の使い方」を工夫

民間企業並みに上手に“経営”

◎

◎
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官公庁会計による公設公営の公共事業

“性能発注”を法的に裏付けた改正品確法

＊＊新国立競技場整備事業を例として ＊＊
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改正品確法による「設計と施工の一括発注」

「技術提案の審査及び価格等の交渉による方式」

競争参加者から公平で必要十分な技術提案を求め

る上で、「要求水準書」が必須！

＊＊ 公共工事の品質確保の促進に関する法律(平成17年制定) ＊＊

平成26年の改正により「多様な入札及び契約の方法」が追加

「設計と施工の一括発注」(性能発注)が法律で裏付け

られた。

＊＊白紙撤回後の新国立競技場建設計画に反映＊＊

例として、

25



新国立競技場整備事業

＊＊＊ “仕様発注”による失敗・破綻

“性能発注”による復活・成功 ＊＊＊

出典 :	
http://image.search.y
ahoo.co.jp/search?rkf
=2&ei=UTF-8&p=新国
立競技場建設計画

出典 :	
http://image.searc
h.yahoo.co.jp/sear
ch?rkf=2&ei=UTF-
8&p=新国立競技
場建設計画 26



新国立競技場建設計画の白紙撤回(2015年7月)

国際デザインコンクールに基づく新国立競技場建設計画は、“仕様発注”に向

けて、２年半もの設計委託期間と60億円余りの設計委託費を費やした挙句に、

2015年7月に計画全体が白紙撤回された。 その最大の原因は、スペッ

ク・工事費・工期（互いにトレードオフの関係）について、全体最適化に失敗し

たこと “仕様発注”は、設計と施工それぞれの部分最適化を求めてい

るのと同じであるため、全体最適化には本質的に向いていない。

白紙撤回後、デザイン・設計・施工を

一括実施させる“性能発注”に切り替

えた結果、スペック・工事費・工期の

全体最適化に成功し、新国立競技場

整備事業は、計画のとおりに完了

“性能発注” とした結果

出典 :http://image.search.yahoo.co.jp/search?rkf=2&ei=UTF-
8&p=新国立競技場建設計画
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白紙撤回後の新国立競技場建設計画

デザインとスペックを全て白紙に戻す。 陸上競技用に的を絞り、開閉式

の屋根は取りやめ、オリンピックに間に合わせる。

改正品確法の「技術提案の審査及び価格等の交渉による方式」に則り、

「要求水準書」に基づき受注者を選定 工事費は約1500億円、工期は

2019年11月末

出典 :	
http://image.searc
h.yahoo.co.jp/sear
ch?rkf=2&ei=UTF-
8&p=新国立競技
場建設計画

＊＊＊ 「要求水準書」により、設計と
施工を一括発注（性能発注） ＊＊＊
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平成27年7月17日

「設計・施工の分離の原則」に則り“仕

様発注”しようとした「新国立競技場

整備計画」を白紙撤回

平成27年8月28日

新国立競技場整備計画再検討のた

めの関係閣僚会議（第４回）にて、「新

国立競技場の整備計画」を決定

新国立競技場整備事業

業務要求水準書

平成27年9月1日

平成27年10月6日 （正誤反映）

平成27年10月22日 （正誤反映）

平成27年11月2日 （正誤反映）

独立行政法人日本スポーツ振興センター

平成27年9月1日

「業務要求水準書」に基づく

公募手続を開始
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A案

B案

項目 A案 B案

業務の実施方針 112 104

コスト・工
期

事業費の
縮減 31 28 

工期短縮 177 150 
維持管理
費抑制 44 50

施設計画

ユニバー
サルデザ
インの計画

48 53

日本らしさ
に配慮した
計画

50 52

環境計画 54 50 

構造計画 52 55

建築計画 42 60

合計点 610 602 
出典 :	日本スポーツ振興センターＨＰ

出典 :	
http://image.search.yahoo.co.jp/search?rkf=
2&ei=UTF-8&p=新国立競技場建設計画 30



改正品確法による「設計と施工の一括発注」

◯ 「官公庁会計」による公設公営の公共事業を“性能発注”する

上での法的な根拠

◯水道事業における配水管更新工事など、 「企業会計」による

公設公営の公共事業を“性能発注”する上での法的な根拠

＊＊ 公共工事の品質確保の促進に関する法律(平成17年制定) ＊＊

平成26年の改正により「多様な入札及び契約の方法」が追加

「設計と施工の一括発注」(性能発注)が法律で裏付け

られた。

31

つまり、



地方公営企業を蝕む“仕様発注”

大阪市水道局を例として

＊＊ 水道配水管更新工事など、同種工事

の繰り返しに効果絶大な“性能発注” ＊＊
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大阪市水道局発注工事の不適正施工(2019年2月)

大阪市水道局は、2012年から2017年にかけて、道路掘削を伴う配水管工事約

1100件を“仕様発注”。ところが、その9割強の件数の配水管工事で、「工事仕様

書」の指定とは異なる安価な埋戻材料が使用された。500社近い業者が関与。

大阪市内の道路の耐久性を今さら調査・確認するのは難しく、また、安

価な材料と工事仕様書指定材料との差額の還付を業者に求めるのも困難

設計・施工を一括実施させる“性能発注”であれば、 「工事仕様書」の指定材料について、

受注業者が勝手に「オーバースペック」と判断することもなかった筈

“仕様発注”では、工事場所ごとに施工図面を作成して詳細な積算を行うため、発注には

多くの時間と労力が必要（大阪市水道局では、年間約70kmの配水管工事の発注事務に

190人もの職員が専従） “性能発注”に切り替えれば、数十人の専従職員で十分

“性能発注”であれば、
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大阪市水道局 : 改正水道法の適用によるPFI管路更新事業と水道基盤強化方策
について(素案) ［2019.2要約版からの抜粋］
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大阪市の配水管の老朽管率(40年超の割合)は約50% 全国で飛び抜

けたワースト１ 更新ペースを、これまでの70km/年から倍増させる必要

大阪市水道局 ［2019.2］
改正水道法の適用によるPFI管路更新事業と水道基盤強化方策について(素案) 

PFI法に基づく民営化による「管路更新事業」への移行の必要性をアピール

現行の“仕様発注”(設計・施工分離の原則に基づく、詳細な設計と緻密な積算

による工事発注)には190人もの労力を要している。 これまでのやり方

(“仕様発注”)を変えずに更新ペースを倍増させるには、更に170人もの増員が

必須 約200億円ものコスト増となり、給水原価が約5円/㎥上昇

しかし、

この点を根拠として、

ところが、

＊＊素案の目的は、「老朽管路更新事業」の包括的民間委託＊＊
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大阪市水道局 ［2019.2］
改正水道法の適用によるPFI管路更新事業と水道基盤強化方策について(素案) 

地方公営企業は、民営化を検討する前に、“仕様発注”から“性能発注”への切

替による公営企業としての企業再生を図ることが肝要

手間暇がかかる割には非効率な“仕様発注”を、全面的に“性能発注”に切り

替えるだけで、現行の190人の体制を半減させても更新ペースを倍増させるこ

とが可能 “性能発注”とは、それ程までに効率的・効果的・合理的

つまり、

PFI法に基づく民営化による「管路更新事業」への移行の必要性をアピール

前ページからの続き

ところが、

36



同種の工事の場合でも、一件発注しようとする都度、工事場所ごとに詳細な施

工図面をゼロベースから作成し、その図面に基づく緻密な積算をゼロベースか

ら行うなど、発注事務には大変な労力と時間を要している。

同種の工事を繰り返し実施する場合には“性能発注”

＊＊＊ 発注作業効率の向上に絶大な効果 ＊＊＊

設計に立ち入らない理想的な「要求水準書」を最初に作成 引き続く

同種の工事については、「要求水準書」に文言で規定された「機能要件」と「性

能要件」の大半は共通 新たな工事場所に対応するよう文言を修正

して、現場写真と現場見取り図を入れ替えれば、新たな工事場所の「要求水準

書」が短時間で完成 発注作業効率が劇的に向上

“性能発注” にすれば、

道路補修工事、水道配水管更新工事など、自治体では同種の工事を繰り返し

実施する場合が多い。

これまでは、 全てが“仕様発注”
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“性能発注”と関係法令

38



公共工事の発注者の「責務」とは？

真のコンプライアンスを“性能発注”で

39



公共工事の発注者は、上記の３大責務を果たせるよう、会計関

係法令(会計法、地方自治法等)の規定に基づき、発注業務を

遂行するのが理想 “性能発注”が真価を発揮するところ

公共工事の発注者の
“法に規定された３大責務”

１ 工事品質を確保すること 公共工事の品質確保の促進に

関する法律

２ 談合を防止すること 公共工事の入札及び契約の適正化の
促進に関する法律

３ 費用対効果を最大化すること 民間資金等の活用による

公共施設等の整備等の促進に関する法律

つまり、

真のコンプライアンスは、

40



公共工事の発注者の責務を規定する
入契法・品確法・PFI法の密接な関係

入契法（平成12年制定）

【公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律】

第二条第二項 この法律において「公共工事」とは、国、特殊法人等又は地方

公共団体が発注する建設工事をいう。

品確法（平成17年制定）

【公共工事の品質確保の促進に関する法律】

第二条 この法律において「公共工事」とは、公共工事の入札及び契約の適正

化の促進に関する法律 第二条第二項に規定する公共工事をいう。

PFI法（平成11年制定）

【民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律】

第十条第三項 技術提案については、公共工事の品質確保の促進に関する

法律 第十五条第五項本文、第十六条、第十七条第一項前段、第十八条第一

項及び第二項並びに第十九条の規定を準用する。

41



制定した「要求水準書」を業者に提示して、徴収した「見積書」を査定すること

により、「予定価格」を策定する。 「予算決算及び会計令(会計法の政

令)」と「改正品確法」に根拠となる規定がある。

発注者による、適切な「要求水準書」の作成と、これに基づく適切

な「予定価格」の策定が鍵！

参考添付した「理想的な要求水準書とその作成方法」を参照、もしくは、価格と

技術の両面での競争原理が確実に働いた実績(一社応札は論外)のある「要

求水準書」を探し出して、モデルとすることが効果的

公共工事を“性能発注”する基本

適切な「要求水準書」の作成

適切な「予定価格」の策定
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“性能発注”における「予定価格」の策定

会計法・地方自治法・品確法での関係規定

43



(予定価格の作成)

第七十九条 契約担当官等は、その競争入札に付する事項の価格を当該事項に関する

仕様書、設計書等によって予定し、(以下、省略)

(予定価格の決定方法)

第八十条

２ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、

履行の難易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。

“性能発注”における「予定価格」の策定 (1/3)

＊ 「会計法」の政令である「予算決算及び会計令」における規定 ＊

つまり、

「予定価格は、仕様書等に基づき適正に定めること」が義務付けられているが、

詳細な施工図面に基づく「積算」により定めろとまでは義務付けられていない。

「会計法」と「予算決算及び会計令」の全文を隈なく探し回っても、「積

算」という文言は見出せない。

“性能発注”の「予定価格」は、 次のページへ 44



PFI法に基づくBTO(民設民営)やDBO(公設民営)では、“性能発注”が必須

その場合の「予定価格」については、制定済みの「要求水準書」を業者

に提示して、徴収した「見積書」を査定することにより、「予定価格」を策定

きちんとした「調達プロセス」の中でこのように策定を行えば、「予算決算

及び会計令」が求める「予定価格は、仕様書等に基づき適正に定めること」

を、間違いなく達成できる。

「予定価格は、仕様書等に基づき適正に定めること」が義務付けられているが、

詳細な施工図面に基づく「積算」により定めろとまでは義務付けられていない。

「会計法」と「予算決算及び会計令」の全文を隈なく探し回っても、「積

算」という文言は見出せない。

“性能発注”の「予定価格」は、

前のページから

【再掲】
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＊＊＊ 「地方自治法」とその政令である
「地方自治法施行令」における規定 ＊＊＊

そこで、

「予定価格」の本来の意義・目的は次の２つ

１ 予算の上限を担保すること

２ 入札価格の妥当性を測る目安とすること

この意義・目的に合致するよう、“性能発注”における予定価格は、

仕様書等に基づき適正に定めること が肝要

（予定価格の作成）及び（予定価格の決定方法）に該当する条文を、地方自治

法とその政令である「地方自治法施行令」の中に見出すことはできない。

46

“性能発注”における「予定価格」の策定 (2/3)



(発注者の責務)

第七条 発注者は、(中略)、次に定めるところによる等適切に実施しなければならない。

二 (前略)その他必要があると認めるときは、当該入札に参加する者から当該入札に

係る工事の全部又は一部の見積書を徴することその他の方法により積算を行うこと

により、適正な予定価格を定め、(後略)

＊＊＊ 「改正品確法」における規定 ＊＊＊

つまり、

◯ 第七条二項の規定は、公設公営の公共事業を“性能発注”する場合の「予

定価格」について、制定済みの「要求水準書」を業者に提示して、徴収した「見

積書」を査定することにより、「予定価格」を策定することを裏付けている。

◯ 当該入札に係る工事の全部の見積書を徴した場合には、「積算」は「査定」

として読み替えざるを得ない。

つまり、
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【参考添付】

理想的な要求水準書とその作成方法



要求水準書とは？

＊＊ 発注者が実現を求める「性能要件」と「機能要件」を、

受注者が設計・製造・施工する条件として示す書面 ＊＊

設計・施工図面の作成は受注者が行い、発注者の承認を得た

上で製造・施工する。 発注者が求める機能と性能を実現

する責任は、受注者が負う。

デザインビルド等の「設計・施工の一括発注」に必須！

BTO(民設民営)やDBO(公設民営)による発注に必須！

1



要求水準書とは？

＊＊自宅を新築する場合を例として ＊＊

つまり、

「要求水準書」とは、発注者側の「希望」を箇条書きにしたもの

受注者側にわかりやすく必要十分に伝える工夫が重要

スタートは、設計・施工を依頼したい建設業者に「希望」を伝えること

例えば、

このような立地条件でこのような広さの土地に住宅を建てたい。坪数はこれ位

にしたい。二階建ての洋風でクラシックな感じにしたい。二階にはバルコニーを

設けたい。明るくて開放的なリビングにしたい。玄関は南向けにしたい。大きな

地震に耐えられるようにしたい。２台分の車庫を設けたい。・・・などの「希望」

受注者(建設業者)は、設計を行い施工図面を作成する。

発注者の「希望」 に基づいて

2



理想的な要求水準書は、
イノベーションを促進

目標達成に向けた具体的な手段・手法については受注者に委

ねられているため、受注者は技術的な創意工夫を凝らすこと

ができる。

理想的な「要求水準書」は、イノベーションを促進する。

「要求水準書」は、工事や製造請負の目標達成に欠かせない

設計条件・製造条件・施工条件を、発注者から受注者に対して

必要十分に示すもの

3



理想的な「要求水準書」では、価格面に加えて、技

術面の競争原理も働かせることができる。

費用対効果に優れた工事や製造請負の実現には、

受注者の選定時に、価格と技術の両面で競争原理

を働かせることが必要

理想的な要求水準書は、
費用対効果に優れた調達を実現

4



理想的な要求水準書は、
発注上の責任の所在を明確化し、

談合の温床を払拭

5

「要求水準書」は、詳細設計図により実現手段・手法を規定する

のではなく、実現目標を文言により規定するところに特徴がある。

技術に疎い関係者でも、受発注の目的・目標を理解し、自

らの責任の所在を認識できる。

受注者側に委ねるべき詳細設計には立ち入らない理想的

な要求水準書では、特定の業者を特定の設計数値等により、

発注者が暗に指定してしまうおそれを払拭できる。



理想的な要求水準書を作成するには

発注者が実現を求める機能要件と性能要件を、「要

求水準書」に漏れなくリストアップ

＊＊＊ ポイントは２つ ＊＊＊

受注者が設計・製造・施工を行う上で必要十分な情

報を、「要求水準書」で受注者側に提供

１

２
6



トレードオフの関係に注意！ 性能要件に掲げる具体
的な数値目標は、性能要件間にトレードオフの関係が生じる場

合に、実現が困難ではない数値とすること

設計には踏み込まない！ 踏み込んだ場合には、受注
者側の設計上の自由度を狭め、性能要件に掲げた数値目標の

達成責任の所在が不明確になりかねない。また、特定業者しか

対応できなくなるおそれが生じる。

１
発注者が実現を求める機能要件と性能要件を、「要

求水準書」に漏れなくリストアップ

ここで 注意する点
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現場写真や現場の見取り図を、「要求水準書」に添付

地質調査及び埋設物調査の結果や耐震診断の結果

を、「要求水準書」に添付

＊＊＊ 現場説明を要しない
「要求水準書」を作成 ＊＊＊

２ 受注者が設計・製造・施工を行う上で必要十分な情

報を、「要求水準書」で受注者側に提供
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＊＊＊「要求水準書」への記載
が困難な情報の提供方法＊＊＊

〜については、発注者の承認を得ること

〜については、発注者の指示を受けること

本要求水準書に明記されていない事項であっても、本要求水準
書の目的達成上、必要なことは、受注者の責任で実施すること

関係する法令、規則、基準等の規定に基づき、設計・製造・施工
すること

２ 受注者が設計・製造・施工を行う上で必要十分な情

報を、「要求水準書」で受注者側に提供
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発注ミスを防ぐため、発注内容

の再確認を行う上での着眼点

１

２

発注の目的を見据えることが肝要！

受注者側の視点に立つことが肝要！

発注者が実現を求める機能要件と性能要件を、「要

求水準書」に漏れなくリストアップしているか？

受注者が設計・製造・施工を行う上で必要十分な情

報を、「要求水準書」で受注者側に提供しているか？

10



「要求水準書」による発注成功の鍵は、
受注者が作成する承認図書

製造物の完成検査は、要求水準書と承認図書に基づき実施

工事の監督と竣工検査は、要求水準書と承認図書に基づき実施

承認図書の記載内容、提出時期等を「要求水準書」に明記

発注者は、製造物の設計図面及び製造日程、施工図面

及び工程、製造・施工の体制、安全確保策等について、承認図

書が「要求水準書」の要求要件を全て満たしているかを確認

11

完全て満たしていれば、


